[bookmark: _dhsgsjisdt7b]清掃下請基本契約書

　　　　　　　　　　　　　　　（以下「甲」という。）と、　　　　　　　　　　　　　　　（以下「乙」という。）は、甲が受託し、又は管理する建物、施設その他の物件における清掃業務等を乙に継続的に委託することについて、次のとおり清掃下請基本契約（以下「本契約」という。）を締結する。

[bookmark: _u4ezzqe5ht0]第1条（目的）
本契約は、甲が乙に委託する清掃業務及びこれに付随する業務について、基本的な取引条件、業務遂行上の責任その他必要な事項を定め、甲乙間の継続的かつ円滑な取引関係を構築することを目的とする。

[bookmark: _l9bwyq50lcdj]第2条（基本契約と個別契約）
1. 本契約は、本契約の有効期間中に甲乙間で締結される個々の清掃業務に関する契約（以下「個別契約」という。）に共通して適用される。
2. 個別契約では、対象施設、清掃範囲、作業内容、作業日時、業務委託料、支払条件その他必要な事項を定める。
3. 個別契約の内容が本契約と異なる場合は、個別契約において明示的に別段の合意をした事項に限り、個別契約の定めを優先する。
4. 個別契約は、発注書、注文請書、電子メール、電子契約その他甲乙が合意する方法によって成立する。

[bookmark: _y0r9vqb54hmx]第3条（委託業務の内容）
1. 甲が乙に委託する業務（以下「本業務」という。）は、次の各号に掲げる業務のうち、個別契約で定めるものとする。 （1）建物内部の日常清掃業務 （2）床面洗浄、ワックス塗布等の定期清掃業務 （3）ガラス、窓枠、サッシ等の清掃業務 （4）トイレ、給湯室、共用部分等の衛生清掃業務 （5）カーペット、什器、設備周辺等の清掃業務 （6）建物外周、駐車場その他屋外部分の清掃業務 （7）ごみの収集、分別及び所定場所への搬出補助業務 （8）その他甲乙が合意した清掃関連業務
2. 乙は、個別契約で定められた業務範囲及び仕様に従い、本業務を適切に遂行する。
3. 特殊清掃、高所作業、危険物の取扱いその他専門的な資格又は特別な安全管理を要する業務については、必要な資格、設備、安全措置及び費用負担を個別契約で定める。

[bookmark: _9sffct1tvvw9]第4条（業務遂行の基本原則）
1. 乙は、清掃業務の専門事業者として、善良な管理者の注意をもって本業務を遂行する。
2. 乙は、関係法令、施設管理規則、安全衛生基準及び個別契約で定める作業仕様を遵守する。
3. 乙は、甲及び施設利用者の業務、営業活動その他施設の通常利用に支障を及ぼさないよう配慮する。
4. 甲は、業務の仕様、成果及び施設利用上の条件について乙に必要な連絡を行うことができる。ただし、乙の従業員に対する具体的な作業指揮命令は、乙が行うものとする。

[bookmark: _eolhqyxy1l9h]第5条（作業計画及び実施体制）
1. 乙は、個別契約に基づき、必要に応じて作業計画書、作業工程表その他の資料を作成し、甲に提出する。
2. 乙は、本業務の遂行に必要な知識、技能及び経験を有する作業員を配置する。
3. 乙は、作業責任者を選任し、その氏名及び連絡先を甲に通知する。
4. 作業員の配置、勤務管理、教育及び労務管理は、乙の責任において行う。
5. 甲乙は、作業日時又は作業体制を変更する必要が生じた場合、事前に協議する。

[bookmark: _waqgef5gy9gc]第6条（作業員の管理）
1. 乙は、自己の責任と費用において、作業員の雇用管理、労働条件、安全衛生管理及び社会保険等に関する法令上の義務を履行する。
2. 乙は、作業員に対して、清掃方法、安全対策、施設内での行動規則及び秘密保持に関する教育を実施する。
3. 乙は、作業員に適切な服装及び必要な保護具を着用させる。
4. 乙の作業員が施設管理上の規則に違反し、又は業務遂行に著しい支障を生じさせた場合、甲は乙に対して改善を求めることができる。
5. 前項の場合、乙は事実関係を確認し、必要に応じて作業員の指導、配置変更その他合理的な措置を講じる。

[bookmark: _6ojk59oiop2l]第7条（清掃資機材及び消耗品）
1. 本業務に必要な清掃機器、洗剤、薬剤、消耗品その他の資機材の調達及び費用負担は、個別契約で定める。
2. 乙は、使用する資機材について、安全性及び清掃対象物への適合性を確認する。
3. 乙は、洗剤、薬剤その他の化学物質を使用する場合、関係法令及び製品の使用上の注意事項に従い、適切に管理する。
4. 甲から貸与された資機材について、乙は善良な管理者の注意をもって使用及び保管し、本業務以外の目的に使用してはならない。
5. 乙の責めに帰すべき事由により貸与資機材が破損又は紛失した場合、乙は甲に生じた損害を賠償する。

[bookmark: _axq95s2r1vne]第8条（施設への立入り及び鍵の管理）
1. 乙は、本業務の遂行に必要な範囲に限り、甲が指定する施設又は区域に立ち入ることができる。
2. 乙は、甲から貸与された鍵、入館証、セキュリティカードその他の管理物品を厳重に管理する。
3. 乙は、甲の事前承諾なく、鍵その他の管理物品を複製し、又は第三者に貸与してはならない。
4. 鍵等の紛失、盗難又は不正使用が発生した場合、乙は直ちに甲へ報告し、被害拡大防止のため必要な措置を講じる。
5. 本契約又は個別契約が終了した場合、乙は貸与された鍵その他の管理物品を速やかに返還する。

[bookmark: _3oqg7x5ou1p4]第9条（安全衛生管理）
1. 乙は、本業務の遂行にあたり、労働安全衛生関係法令その他適用される法令を遵守する。
2. 乙は、転倒、転落、感電、薬剤事故、設備破損その他の事故を防止するため、必要な安全措置を講じる。
3. 高所作業、機械設備周辺での作業その他危険を伴う業務については、必要な資格者の配置及び安全設備の使用を徹底する。
4. 乙は、事故又は事故につながるおそれのある重大な事象を認識した場合、直ちに必要な応急措置を講じ、甲に報告する。
5. 甲乙は、それぞれの管理又は支配する施設、設備及び作業に関する安全上の情報を必要な範囲で共有し、事故防止に協力する。

[bookmark: _dlkohn4goqpe]第10条（施設及び設備の保護）
1. 乙は、建物、設備、什器、備品及び施設利用者の所有物を損傷しないよう十分に注意して本業務を遂行する。
2. 乙は、清掃対象物の材質、状態及び劣化状況に応じた適切な清掃方法を選択する。
3. 乙は、清掃作業によって設備等を破損した場合、直ちに甲に報告する。
4. 乙の責めに帰すべき事由によって損害が発生した場合、乙は第19条に従い責任を負う。
5. 通常の注意を尽くしても発見できなかった既存設備の不具合又は経年劣化に起因する損害については、甲乙協議のうえ責任の所在を確認する。

[bookmark: _ddl9qlcox924]第11条（業務内容の変更及び追加作業）
1. 甲が個別契約で定めた業務内容、作業範囲、作業頻度又は作業時間の変更を希望する場合、甲乙は変更内容について協議する。
2. 変更に伴い委託料、必要人員、資機材又は作業期間に影響が生じる場合、甲乙は変更後の条件を事前に合意する。
3. 乙は、甲の承諾を得ずに、追加料金を伴う作業を実施してはならない。ただし、人身又は施設に対する差し迫った危険を回避するため緊急の措置が必要な場合は、この限りでない。
4. 前項ただし書の場合、乙は可能な限り速やかに甲へ報告し、必要な費用について協議する。

[bookmark: _f110xvr02oe2]第12条（業務報告）
1. 乙は、個別契約で定める方法及び頻度に従い、作業実施状況を甲に報告する。
2. 業務報告には、必要に応じて作業日時、作業箇所、実施内容、担当者、異常の有無その他の事項を記載する。
3. 乙は、施設又は設備の破損、著しい汚損、漏水その他管理上の異常を発見した場合、速やかに甲に報告する。
4. 甲は、合理的な範囲で業務報告の補足説明又は関連資料の提出を求めることができる。

[bookmark: _puyicexptain]第13条（業務の確認及び是正）
1. 甲は、乙による本業務の実施状況及び個別契約で定める仕様への適合状況を確認することができる。
2. 甲は、本業務に契約内容との不適合が認められた場合、乙に対して具体的な不適合内容を通知し、合理的な期間を定めて是正を求めることができる。
3. 乙は、自己の責めに帰すべき不適合について、自己の費用負担により必要な再清掃その他の是正措置を実施する。
4. 甲の指示、施設側の事情又は乙の責めに帰することのできない事由による不適合については、甲乙協議のうえ対応方法及び費用負担を定める。
5. 甲による業務確認は、乙の契約上の責任を当然に免除するものではない。

[bookmark: _yyapj1l5cz3p]第14条（業務委託料）
1. 甲は、乙に対し、本業務の対価として個別契約で定める業務委託料を支払う。
2. 業務委託料には、個別契約で別段の定めがある場合を除き、通常の業務遂行に必要な人件費、管理費その他の費用を含むものとする。
3. 消費税及び地方消費税の取扱いは、個別契約において明確に定める。
4. 法令改正、最低賃金の改定、資機材価格の変動その他合理的な事情により委託料の見直しが必要となった場合、甲乙は誠実に協議する。
5. 甲は、乙の責めに帰すべき事由がない限り、一方的に業務委託料を減額してはならない。

[bookmark: _em4ej9lm37kk]第15条（請求及び支払条件）
1. 乙は、個別契約で定める締日及び請求方法に従い、甲に対して業務委託料を請求する。
2. 甲は、個別契約で定める支払期日までに、乙の指定する金融機関口座へ振込送金する方法により支払う。
3. 振込手数料は、個別契約で定めるところによる。
4. 甲乙は、適用される法令に従い、支払期日及び支払方法を設定し、法令上認められない支払遅延又は減額を行わない。
5. 甲が支払期日までに委託料を支払わない場合、乙は適用法令又は個別契約に従い、遅延損害金を請求することができる。

[bookmark: _18azl55jbmvl]第16条（再委託）
1. 乙は、甲の事前の書面又は電磁的方法による承諾なく、本業務の全部又は主要な部分を第三者に再委託してはならない。
2. 乙が再委託を行う場合、再委託先の名称、業務範囲及び管理体制を甲に通知する。
3. 乙は、再委託先に対し、本契約に基づく乙の義務と同等の義務を遵守させる。
4. 再委託先の行為については、乙が自己の行為と同様に責任を負う。ただし、甲の指示又は甲の責めに帰すべき事由による場合は、この限りでない。

[bookmark: _sfn4jvajjj1n]第17条（秘密保持）
1. 甲及び乙は、本契約又は個別契約の履行に関連して知り得た相手方及び施設所有者、管理者、利用者等の営業上、技術上、管理上その他の非公開情報のうち、秘密として指定された情報又はその性質上秘密として取り扱うべき情報（以下「秘密情報」という。）を、相手方の事前承諾なく第三者に開示又は漏えいしてはならない。
2. 甲及び乙は、秘密情報を本契約及び個別契約の履行以外の目的に使用してはならない。
3. 次の各号に該当する情報は、秘密情報から除外する。 （1）開示時点で公知であった情報 （2）受領者の責めによらず公知となった情報 （3）開示前から適法に保有していた情報 （4）正当な権限を有する第三者から適法に取得した情報 （5）秘密情報によらず独自に取得又は開発した情報
4. 法令又は公的機関の適法な命令により開示が必要な場合、必要な範囲で開示することができる。
5. 本条の義務は、本契約終了後も3年間存続する。ただし、個人情報及び法令上保護される情報については、適用法令に従う。

[bookmark: _r9ph6ku2dxdf]第18条（個人情報の保護）
1. 甲及び乙は、本業務に関連して個人情報を取り扱う場合、個人情報の保護に関する法律その他適用される法令を遵守する。
2. 乙は、本業務の遂行に必要な範囲を超えて個人情報を取得、利用又は複製してはならない。
3. 乙は、個人情報の漏えい、滅失又は毀損を防止するため、必要かつ適切な安全管理措置を講じる。
4. 個人情報の漏えい等が発生し、又はそのおそれがある場合、乙は速やかに甲へ報告し、甲乙協力して必要な対応を行う。
5. 本契約又は個別契約が終了した場合、乙は甲の指示及び法令に従い、個人情報を返還、削除又は適切に廃棄する。

[bookmark: _9vbuzurn7m9k]第19条（損害賠償）
1. 甲又は乙は、本契約又は個別契約に違反し、自己の責めに帰すべき事由により相手方に損害を与えた場合、当該損害を賠償する責任を負う。
2. 乙の責めに帰すべき事由により、施設所有者、利用者その他第三者に損害が発生した場合、乙は法令上及び契約上の責任に応じてこれを賠償する。
3. 損害賠償の範囲は、相当因果関係のある損害とし、甲乙は損害の発生原因及び金額について誠実に協議する。
4. 甲又は乙は、損害の発生又は拡大を防止するため、合理的に必要な措置を講じる。
5. 甲乙は、必要に応じて施設賠償責任保険その他適切な損害保険への加入条件を個別契約で定める。

[bookmark: _kyooytev2sif]第20条（不可抗力）
1. 地震、台風、洪水、火災、感染症の大規模な流行、戦争、暴動、行政機関による措置その他当事者の合理的な支配を超える事由により、本契約又は個別契約の履行が困難となった場合、当該当事者は、その責めに帰することのできない範囲で責任を負わない。
2. 前項の事由が発生した場合、当該当事者は速やかに相手方へ通知し、業務の継続、延期又は中止について協議する。
3. 不可抗力により業務の全部又は一部が実施できなかった場合の委託料及び既に発生した合理的費用の取扱いは、履行状況及び適用法令を踏まえて甲乙協議のうえ定める。

[bookmark: _n8ip46tvjvkr]第21条（契約期間）
1. 本契約の有効期間は、　　　　年　　　月　　　日から　　　　年　　　月　　　日までとする。
2. 期間満了日の30日前までに甲又は乙から書面又は電磁的方法による更新拒絶の通知がない場合、本契約は同一条件でさらに1年間更新されるものとし、以後も同様とする。
3. 本契約が終了した場合であっても、既に成立している個別契約については、別段の合意がない限り、その業務が完了するまで本契約の規定を適用する。

[bookmark: _4nfv4qwfn5b2]第22条（中途解約）
1. 甲又は乙は、相手方に対して60日前までに書面又は電磁的方法で通知することにより、本契約を将来に向かって解約することができる。
2. 個別契約の中途解約については、当該個別契約の定めに従う。
3. 中途解約により既に実施した業務又は発生した合理的費用がある場合、甲乙はその精算について協議する。
4. 本条は、適用法令により求められる解除又は解約の予告、理由の開示その他の義務を免除するものではない。
[bookmark: _cu7r43fysepy]第23条（契約の解除）
1. 甲又は乙は、相手方が本契約又は個別契約に違反し、相当の期間を定めて是正を催告したにもかかわらず、当該違反が是正されない場合、本契約又は該当する個別契約の全部若しくは一部を解除することができる。
2. 甲又は乙は、相手方に次の各号のいずれかの事由が生じた場合、法令上許容される範囲で、催告することなく本契約又は個別契約を解除することができる。 （1）重大な契約違反があり、契約関係の継続が困難となった場合 （2）支払停止又は支払不能の状態に陥った場合 （3）破産手続、民事再生手続その他これらに類する手続の開始申立てがあった場合 （4）営業に必要な許認可を失い、業務遂行が困難となった場合 （5）重大な法令違反又は不正行為により、相互の信頼関係が著しく損なわれた場合
3. 本条に基づく解除は、解除当事者による損害賠償請求を妨げない。

[bookmark: _bzakc32ju4va]第24条（反社会的勢力の排除）
1. 甲及び乙は、自ら及びその役員等が、暴力団、暴力団員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力に該当しないことを表明し、保証する。
2. 甲及び乙は、反社会的勢力を利用し、資金提供その他の便宜供与を行わない。
3. 甲及び乙は、相手方に対して暴力的要求、不当要求、脅迫的言動その他これらに類する行為を行わない。
4. 相手方が本条に違反した場合、甲又は乙は催告することなく本契約及び個別契約を解除することができる。
5. 前項に基づき解除した当事者は、当該解除のみを理由とする損害賠償責任を負わない。

[bookmark: _6zgqf18f7aoe]第25条（権利義務の譲渡禁止）
甲及び乙は、相手方の事前の書面又は電磁的方法による承諾なく、本契約又は個別契約に基づく契約上の地位、権利又は義務の全部若しくは一部を第三者に譲渡し、承継させ、又は担保に供してはならない。ただし、適用法令により当該制限が認められない場合は、この限りでない。

[bookmark: _jugzqlipe71e]第26条（法令遵守及び取引の適正化）
1. 甲及び乙は、本契約及び個別契約の履行にあたり、民法、労働関係法令、個人情報保護関係法令その他適用される法令を遵守する。
2. 甲及び乙は、取引の実態に応じて中小受託取引適正化法その他適用される取引適正化関係法令を遵守する。
3. 甲は、法令上必要な場合、委託内容、代金額、支払期日その他の事項を記載した書面又は電磁的記録を乙に交付又は提供する。
4. 甲及び乙は、不当な代金減額、不当な給付内容の変更、不当なやり直しその他法令に違反する取引行為を行わない。
5. 本契約又は個別契約の定めが強行法規に抵触する場合、当該法令の規定を優先して適用する。

[bookmark: _fadon0az11s0]第27条（契約終了時の措置）
1. 本契約又は個別契約が終了した場合、乙は、甲から貸与された鍵、資料、資機材その他の物品を速やかに返還する。
2. 乙は、甲から受領した秘密情報及び個人情報について、本契約及び適用法令に従い返還、削除又は廃棄する。
3. 甲乙は、契約終了時点における未払委託料、実施済み業務及び未完了業務について確認し、必要な精算を行う。
4. 継続的な施設管理に支障が生じないよう、甲乙は合理的な範囲で業務の引継ぎに協力する。引継ぎに追加費用が発生する場合は、事前に協議する。

[bookmark: _5bdyoo8xyycb]第28条（存続条項）
本契約終了後も、第17条（秘密保持）、第18条（個人情報の保護）、第19条（損害賠償）、第25条（権利義務の譲渡禁止）、第27条（契約終了時の措置）、第29条（協議事項）及び第30条（準拠法及び管轄裁判所）の規定は、その性質に応じて引き続き効力を有する。

[bookmark: _nt3aeycrihbk]第29条（協議事項）
本契約又は個別契約に定めのない事項、又はその解釈について疑義が生じた場合、甲及び乙は、関係法令及び取引慣行を踏まえ、誠意をもって協議し、円満な解決を図るものとする。

[bookmark: _o9w4j8ov3hv2]第30条（準拠法及び管轄裁判所）
1. 本契約及び個別契約の成立、効力、履行及び解釈については、日本法を準拠法とする。
2. 本契約又は個別契約に関して訴訟の必要が生じた場合、　　　　　　　　　地方裁判所又は　　　　　　　　　簡易裁判所を、訴額に応じた第一審の専属的合意管轄裁判所とする。

以上、本契約締結の証として、本書2通を作成し、甲乙記名押印のうえ各1通を保有する。なお、甲乙が合意した場合は、電磁的記録を作成し、電子署名その他適切な方法によって契約を締結することができる。







　　　　年　　　月　　　日

甲（元請業者）
所在地：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

会社名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

署名又は押印：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

乙（下請業者）
所在地：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

会社名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

署名又は押印：

